
Ｊ-クレジット購入選択権付私募債による
地域事業者の脱炭素支援と森林への

資金還流の創出
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茨城県石岡市のご紹介
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石岡市は、茨城県の中央に位置し筑波山系の山々に囲まれ、そこを水源とし河川が豊かな恵みを流域にもたらしながら霞ヶ浦に注ぐ自然豊かな環境です。
市では、ゼロカーボンシティ宣言を令和４年度に行い、二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指しております。
現在は石岡市環境基本条例に基づき「いしおかスタイル（環境基本計画）」を策定し、「人と自然が調和し生活環境が充実したまちへ」を基本目標とした、環境保全と創
造のための施策を推進しております。
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常陽銀行のご紹介
常陽銀行は、茨城県水戸市に本店を構える地方銀行で、めぶきフィナンシャルグループの中核行です。
めぶきフィナンシャルグループでは、サスティナビリティ方針を制定し、持続可能な地域社会の実現と地域課題の解決に貢献して参ります。
常陽銀行では、改正銀行法施行を受け地域のカーボンニュートラル推進を目的に、常陽グリーンエナジー㈱を2022年7月に設立しました（他業銀行業高度化等会社）。



常陽グリーンエナジーの業務内容
常陽グリーンエナジー㈱は、改正銀行法施行を受け地域のカーボンニュートラル推進を目的に、２０２２年７月に設立されました（他業銀行業高度化等会社）。
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＊1 無効化処理とは、J-クレジットを無効化（CO2と相殺）することを指し、無効化処理を
しない限り排出したCO2との相殺はできない。（≒オフセット）

＊2 「J-VER」制度とは、国内排出削減・吸収プロジェクトにより実現された温室効果ガス
排出削減・吸収量をオフセット・クレジットとして認証する制度で、2008年11月に環境
省が開始し、2013年をもって「J－クレジット」（国が運営する制度）へ移行されたもの。

地域の中小企業
（私募債発行企業）

持続的な森林
経営活動の模索

⑥ J-クレジットの保有
無効化*¹する事で削減効果発現
取組を社内外にPR

②SDGsの観点からJ-クレジット私募債での資金調達を支援

つくばね森林組合
1957年9月設立 組合員数826人
石岡市などの県南地域の森林の管理受託
国の認証制度「J-VER」*²の創出に向けた
森林管理(6千ha)の実施主体
カーボンオフセット協議会の事務局
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森林経営活動

石岡市森林
カーボンオフセット協議会

つくばね森林組合が施業管理を行った森林に由来
する「J-VER」*²1,091tの認証を受けた発行主体。

本取組スキームの全体像
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画像提供：つくばね森林組合

 私募債発行企業と常陽銀行は本スキームを通じ、Ｊ-クレジット販売代金と私募債発行手数料の一部を森林組合に寄贈することで持続的な森林保全活動に貢献。
また、新たなクレジットの創出に向けた取組に繋げるなど、健全な森林経営を後押し。

石岡市農政課

つくばね森林組合の声を受け、石岡市、協議会、森
林組合、常陽銀行とスキーム構築に向けた合意形成
を図った。【官民協働】
石岡市は森林経営計画を認証する機関であり、協議
会にも参画。J-クレジットの口座管理を担った。

①Ｊ-クレジット
634ｔの購入資金
クレジット取得



本取組開始の経緯【官民協働】

 Ｊ‐クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出削減量、適切な森林管理によるCO2等の吸収量を「クレジット」
として国が認証する制度。

石岡市では、市や森林組合などが連携した協議会により、現在のＪ‐クレジットの前身であるＪ‐ＶＥＲ制度にてカーボンクレジットを1,091t創出した(2013年)が、こ
れまでの販売量457ｔに留まっていた。

クレジットを必要としている事
業者へアクセスが出来なかった

クレジット活用に関する
需要家側へのPR不足

クレジットの購入方法や
販売主体など入手する
場所が分からない

クレジットでCO2を
オフセットする方法が

分からない

主な理由

2013年から取組を開始
634ｔの在庫を抱え、
販路紹介の要望(2022年3月)

2021年下期より
新規事業の一環として
Ｊ‐クレジットの取扱を検討

常陽銀行が、J‐クレジットの流通促進と持続的な森林経営活動による自律的
好循環の創出に向けた、J‐クレジット購入選択権付私募債を提案。

2022年4月 ：石岡市主導の下、つくばね森林組合等とＪ‐クレジットの取扱や取組スキームに係る合意形成
2022年7月 ：常陽グリーンエナジー㈱設立
2022年9月 ：常陽グリーンエナジー㈱にてつくばね森林組合の森林を基に創出されたＪ‐クレジットを全量(CO2‐634t)購入。

Ｊ‐クレジット購入選択権付私募債の取扱開始（私募債発行企業のうちJ‐クレジットの購入を希望した企業へ販売）
2022年12月 ：販売枠（総量CO2-634ｔ）完売
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本スキームでは、在庫となっていたJ‐クレジットの売却が進んだことのみならず、J‐クレジット需要家に対するオフセットまでの
手法の提示、需要家のJ‐クレジットに対するニーズの捕捉など、従前の課題を解決した。

解決に向けて

創出側

需要家側
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J-クレジット販売後の自律的好循環に向けた持続性を帯びた取組【持続性】

J-クレジット購入選択権付
私募債の発行

累計約60億円（約70件）

私募債発行企業
＆

常陽銀行

森林組合

寄贈を活用した持続的な
森林保全活動の実施

→CO2吸収効果、水源涵養機能など
森林の多面的機能の強化に寄与

森林組合
＆

自治体
＆

常陽銀行

常陽グリーン
エナジー

【持続性担保・汎用性】
今般の取組成果が他地域の森林組合に
も波及し、面的な拡大が見込まれる。

画像提供：つくばね森林組合

オフセットによる脱炭素の実行
J-クレジットの消費活発化

 私募債発行企業から森林組合へ寄贈された資金は、森林組合の森林保全活動や新たなJ-クレジットの創出に向けた活動へ充当することで、地域内における資金
とクレジットの還流を創出し、持続可能な森づくりに寄与。

 今般の寄贈やJ‐クレジットの販売が、他の森林組合への波及、J‐クレジット以外の環境価値の創出に繋がることが期待される。
*下記の数値は今般の実績値

私募債発行による寄贈
累計約1,200万円（約70件）

これまでの販売実績を基に
J-クレジットの販売推進
販売量の拡大を狙う

【持続性】
新たなクレジット（ボランタ
リークレジットも含む）の創出
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茨城県石岡市×常陽銀行

森林資源を活用したJ-クレジットを通じ、自律的好循環
を生み出し、森林の多面的機能を強化することで、持続
可能な地域を次世代へ残してまいります。


